
 

 

 

再生可能エネルギーの更なる普及拡大について 

 

本格的な低炭素社会を実現するためには、省エネルギー対策だけでなく、再生

可能エネルギーの普及拡大に向けた取組の強化が不可欠である。 

平成２４年７月から電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する

特別措置法（ＦＩＴ法）に基づく固定価格買取制度が施行され、全国的な再生可

能エネルギーの普及により、ＣＯ２排出抑制、エネルギー自給率向上や化石燃料の

節約のほか、地域経済活性化や雇用創出効果など国内経済への波及効果を生んで

いる。 

一方、制度開始以降、連系可能容量の制約などを理由として接続申込への回答

を保留される事例や、連系工事費用の内訳が示されないまま多額の負担が求めら

れる事例が見られている。さらに一般送配電事業者管内における電力系統への接

続制約を発表するなど再生可能エネルギーの普及拡大に向けた様々な課題が明ら

かになっている。 

こうした事態に対し、国は電力広域的運営推進機関を設立するなど解消に向け

た取組がみられるものの、系統への接続制約などの問題により、高まりを見せて

いた再生可能エネルギー普及拡大の機運が一気に勢いを失うことになりかねない。 

エネルギーの大消費地である首都圏としては、全国的な再生可能エネルギーの

普及拡大に貢献していく所存であり、そのため政府に対し、次の事項について所

要の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

 １ 再生可能エネルギーを最大限導入するため、系統設備の整備・増強を促進

すること。 

 

 ２ 風力など大規模発電設備の設置ポテンシャルが高い東北地方等の電力の広

域融通を可能とするため、東北東京間連系線など、地域間連系線の活用によ

る系統の一体運用など、送電系統の運用方法の改善を着実に実現すること。 

 

 



 

 

３ 水力や蓄電池など調整電源の一層の活用、太陽光や風力など自然変動電源

の変動特性の把握や気象情報を用いた発電出力予測の活用などの系統運用技

術により、接続可能量の拡大を図ること。 

 

４ 風力や地熱発電所設置に係るコスト負担を軽減し、事業の予見可能性を高

めるため、環境アセスメントに係る手続の迅速化を図ること。 
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